

【記入例】ＮＰＯほか
様式第62号(第16条関係)直近の決算書の添付を忘れずにお願いします。

	市税減免申請書

	年　　月　　日　

(宛先)伊那市長

	[bookmark: _GoBack]申請者
	住　　所(所 在 地)　法人住所を記載
氏　　名(名　　称)　法人名と代表者名を記載　　
個人番号(法人番号)　記載しなくても結構です
電話番号　　　　　　日中連絡の取れる連絡先

	
　次のとおり減免してくださるよう申請します。

	年度
	税目
	年税額
	納期到来税
	減免申請額
	左に係る期(月)別

	　４
	法人市民税
	５０，０００円
	
	５０，０００円
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	減免の対象となる課税客体
	【活動内容】（例）
　・作業所グループホーム等の運営
　・芸術文化に係る事業

	減免を必要とする理由
	（例・収益事業なし）
　令和○年○月○日付で○○法人として認可を受け設立しましたが、地
域社会の維持及び公益事業を行うのみで収益事業は行なっていませんので、法人市民税の減免をお願いします。

（例・収益事業あり）
　令和○年○月○日付で○○法人として認可を受け設立し、収益事業を行なっていますが、設立して○年目であり、令和○○年度は赤字決算となりましたので法人市民税の減免をお願いします。


注１　市県民税又は特別土地保有税の減免を申請するときは、個人番号の記載は不要。
注２　減免の対象となる課税客体欄には、固定資産税の減免を申請するときは、土地にあっては所在、地番、地目、地積及び価格を、家屋にあっては所在、家屋番号、種類、構造、床面積及び価格を、償却資産にあっては所在、積類、数量及び価格を、特別土地保有税の減免を申請するときは土地の所在、地番、面積、取得年月日、取得価額並びに税額を記入すること。
